
 

老人保健施設エスペラ ン スわけ                               （令和 8 年８ 月 1 日改定） 

入所療養介護利用料金表 

下記の表は要介護度と 負担限度額認定証を一覧と し ています。 

 

表の数字は一日あたり の金額（円）で表し ています。                   ※一部負担金が 1 割の場合  
 多床室  介護費用 所得区分 居住費   食費   合計額/日   合計額/月 

 

 

要介護１ 

 

 

   

    
    917 

 

 

 第一段階        0    300     1,217    36,510～ 

 第二段階       430    390     1,737    52,110～ 

 第三段階 

 

①       430    680     2,027    60,810～ 

②       430    1,420     2,767     83,010～ 

  基準額         437   1,800     3,154    94,620～ 

 

 

要介護２ 

 

 

   

    
    993 

 

 

 第一段階        0    300     1,293   38,790～ 

 第二段階       430    390     1,813   54,390～ 

 第三段階 

 

①       430    680     2,103   63,090～ 

②       430    1,420     2,843     85,290～ 

  基準額         437   1,800     3,230   96,900～ 

 

 

要介護３ 

 

 

    

    
   1,060   

 

 第一段階        0    300     1,360    40,800～ 

 第二段階       430    390     1,880     54,600～ 

 第三段階 

 

①       430    680     2,170     65,100～ 

②       430    1,420     2,910     87,300～ 

  基準額         437   1,800     3,297    98,910～ 

 

 

要介護４ 

 

 

   

   
   1,118 

 

 第一段階        0    300     1,418    42,540～ 

 第二段階       430    390     1,938    58,140～ 

 第三段階 

 

①       430    680     2,228    66,840～ 

②       430    1,420     2,968     89,040～ 

  基準額         437   1,800     3,355    100,650～ 

 

 

要介護５ 

 

 

  

   
   1,171 

 

 

 第一段階        0    300     1,471    44,130～ 

 第二段階       430    390     1,991    59,730～ 

 第三段階 

 

①       430    680     2,281    68,430～ 

②       430    1,420      3,021     90,630～ 

  基準額         437   1,800     3,408   102,240～ 

 

 

個室 介護費用 所得区分 居住費 食費 合計額/日    合計額/月 

 

 

要介護１ 

 

 

    

   
    834 

   

 

 第一段階     550    300     1,684     50,520～ 

 第二段階       550    390     1,774     53,220～ 

 第三段階 

 

①    1,370    680     2,884     86,520～ 

②     1,470    1,420     3,724    111,720～ 

  基準額      1,728   1,800     4,362    130,860～ 

 

 

要介護２ 

 

 

   

   
    909 

 

 

 第一段階     550    300     1,759     52,770～ 

 第二段階       550    390     1,849     55,470～ 

 第三段階 

 

①    1,370    680     2,959     88,770～ 

②     1,470    1,420     3,799    113,970～ 

  基準額      1,728   1,800     4,437    133,110～ 

 

 

要介護３ 

 

 

   

 

   974 

 

 

 第一段階     550    300     1,824     54,720～ 

 第二段階       550    390     1,914     57,420～ 

 第三段階 

 

①    1,370    680     3,024     90,720～ 

②     1,470    1,420     3,864    115,920～ 

  基準額      1,728   1,800     4,502    135,060～ 



 

 

 

要介護４ 

 

 

   

  

   1,031 

 

 

 第一段階     550    300     1,881     56,530～ 

 第二段階       550    390     1,971     59,130～ 

 第三段階 

 

①    1,370    680     3,081     92,430～ 

②     1,470    1,420     3,921    117,630～ 

  基準額      1,728   1,800     4,559    136,770～ 

  

 

要介護５ 

         

 

   

 

  1,086 

 

 

 第一段階     550    300     1,936     58,080～ 

 第二段階       550    390     2,026     60,780～ 

 第三段階 

 

①    1,370    680     3,136     94,080～ 

②     1,470    1,420     3,976    119,280～ 

  基準額      1,728   1,800     4,614    138,420～ 

〇当施設は在宅強化型によ る入所療養介護費の単価で算定し ています。 

〇施設の介護職員は介護福祉士の割合が 80％以上を配置していますので              

「サービス提供体制強化加算(Ⅰ)」となり料金に 22 円の加算が基本単価に含まれています。 

〇夜勤帯の人員を基準以上の配置を実施し ているこ と で「夜間職員配置加算」の 24 円が料金に含まれて

います。               

１ ．介護報酬には以下の項目が適応さ れる場合左記介護費用に加算し ます。加算する際には事前に説明し

同意を頂きます。 

①・初期加算（Ⅰ）：急性期医療を担う 医療機関への入院後３ ０ 日以内に退院し 入所し た場合１ 日につき

６ ０ 円加算さ れます。また、当該医療機関から 入所の受入を促進するため施設の空

床をウ ェ ブサイ ト で公開し 、複数の医療機関と 定期的に情報共有を行います。 

（Ⅱ）：入所３ ０ 日に限り １ 日あたり 前記介護費用に３ ０ 円加算さ れます。 

    ※過去３ ヶ 月に入所さ れたこ と のない方が対象です。（Ⅰ）と 併せて算定し ません。 

②・短期集中リ ハビリ テーショ ン 実施加算（Ⅰ）：入所時及び月に１ 回以上は生活動作等を評価し 、計画

を見直す。また、評価は科学的介護情報と し てデータを国に提出し 必要に応じ て計画に活用し て集中

的にリ ハビリ テーショ ン を行っ た場合に入所の日から ３ 月以内に１ 回につき２ ５ ８ 円加算さ れます。 

  短期集中リ ハビリ テーショ ン 実施加算（Ⅱ）：入所時及び月に１ 回以上は生活動作等を評価し 、計画

を見直し て集中的にリ ハビリ テーショ ン を行っ た場合に入所日から ３ 月以内に１ 回につき２ ４ ０ 円加

算さ れます。 

③・認知症利用者に対する加算について 

   (1)・認知症短期集中リ ハビリ テーショ ン 実施加算（Ⅰ） 

       認知症であり 生活機能の改善が見込まれると 医師が判断し た方に対し て退所後の居宅、福祉施設

等を訪問し 生活環境を踏まえた計画に基づいて集中的にリ ハビリ テーショ ン を行っ た場合、入所

３ ヶ 月以内の期間に１ 週に３ 日を限度と し て１ 日あたり ２ ４ ０ 円加算し ます。 

認知症短期集中リ ハビリ テーショ ン 実施加算（Ⅱ） 

       認知症であり 生活機能の改善が見込まれると 医師が判断し た方に対し て計画に基づいて集中的

にリ ハビリ テーショ ン を行っ た場合、入所３ ヶ 月以内の期間に１ 週に３ 日を限度と し て１ 日あた

り １ ２ ０ 円加算し ます。 

   (2)・若年性認知症利用者受入加算  

      若年性認知症入所者に対し てサービスを行っ た場合１ 日あたり １ ２ ０ 円加算さ れます。 

(3)・認知症行動・心理症状緊急対応加算 

     医師が認知症の行動・心理症状が認めら れるため、在宅での生活が困難であり 緊急に介護保健施

設サービスが必要であると 判断し た者に対し て介護老人保健サービスを行っ た場合に入所し た日

から 起算し て７ 日を限度と し て１ 日につき 200 円加算さ れます。 

(4)・認知症専門ケア 加算（Ⅰ） 

      認知症のある入所者の占める一定の割合と 認知症に関する法定専門研修を受講し た職員体制を整

備し 、技術に係る定期会議を行っ ている合に日常生活に支障のある認知症対象に対し て３ 円加算

さ れます。 

    ・認知症専門ケア 加算（Ⅱ） 

      認知症のある入所者の占める一定の割合と 認知症に関する認知症介護指導に係る法定専門研修を

受講し た職員体制を整備し 、認知症ケア に関する研修を実施し ている場合に日常生活に支障のあ

る認知症対象に対し て４ 円加算さ れます。 ※（Ⅰ）（Ⅱ）の併せて算定はできません。 



 

  (5)・認知症チームケア 推進加算（Ⅰ）認知症のある入所者の占める一定の割合と 認知症に関する専門

的研修と 認知症の行動・心理症状の予防等に関するケア プロ グラ ムを含む研修の終了し た職員体

制を整備し 、認知症の行動・心理症状の発現を未然に対応するためチームで取り 組み実施し てい

る場合に日常生活に支障のある認知症対象に対し て月につき１ ５ ０ 円加算さ れます。 

・認知症チームケア 推進加算（Ⅱ）認知症のある入所者の占める一定の割合と 認知症に関する法定

専門研修を受講し た職員体制を整備し 、認知症の行動・心理症状の発現を未然に対応するためチ

ームで取り 組み実施し ている場合に日常生活に支障のある認知症対象に対し て月につき１ ２ ０ 円

加算さ れます。※認知症専門ケア 加算（Ⅰ）を算定し ている場合は算定できません。 

④・外泊を行っ た場合には下記の料金が加算さ れます。 

   （1）・外泊し た場合には、外泊の初日と 最終日以外は、上記の施設利用料に代えて３ ６ ２ 円と なり ま

す。(なお、１ 月に６ 日を限度になり ます) 

   （2）・在宅復帰の目的等によ る外泊時に介護老人保健施設から 提供さ れる在宅サービスを利用し た場 

合に外泊の初日と 最終日以外に上記の施設利用料に代えて１ 日あたり ８ ０ ０ 円が加算さ れます。

（なお、１ 月に６ 日を限度と し ます。） 

⑤・在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）  

    在宅復帰･在宅療養支援等指標（在宅復帰率・ベッ ド 回転率･入所前後訪問指導・居宅サービス実施・ 

   リ ハ専門職の配置・支援相談員配置・要介護４ 又は５ ・喀痰吸引・経管栄養 等の実施割合）が７ ０  

    以上で評価項目（退所時等指導等・リ ハビリ テーショ ン マネジメ ン ト ・地域貢献活動・充実し たリ ハ 

  ビリ テーショ ン ）の要件に該当し 、在宅強化型を算定し ている場合に 1 日に５ １ 円加算さ れます。 

⑥・入所及び退所に係る指導などを行っ た場合は、下記の料金を加算さ れます。 

 （1）・試行的退所時指導加算・１ 月に超える入所の方に退所が見込まれ、試行的な退所時に退所後の

在宅での療養上の指導を行っ た場合３ ヶ 月間に限り 、１ 月に１ 回４ ０ ０ 円加算さ れます 

 （2）・入退所前連携加算（Ⅰ） 

     入所予定前 30 日以内または、入所後３ ０ 日以内にご利用者が退所後に利用を希望する居宅介護支

援事業所と 連携し 入所者の同意を得て退所後の居宅サービス等の利用方針を定めます。 また、ご

利用者の入所期間が 1 月を超えて退所し 居宅サービス等を利用する場合、ご利用者の退所に先立

っ て利用さ れる居宅介護支援事業所に診療状況等の文書を添えて必要な情報等を提供し 居宅介護

支援事業と 連携し て退所後の居宅サービス等の利用に関する調整を行っ た場合に１ 回を限度と し

て６ ０ ０ 円加算さ れます。 

    ・入退所前連携加算（Ⅱ） 

     ご利用者の入所期間が 1 月を超えて退所し 居宅サービス等を利用する場合、退所に先立っ て利用

さ れる居宅介護支援事業所に診療状況等の文書を添えて必要な情報等を提供し 居宅介護支援事 

業と 連携し て退所後の居宅サービス等の利用に関する調整を行っ た場合に１ 回を限度と し て 

４ ０ ０ 円加算さ れます。  

 （3）・退所時情報提供加算（Ⅰ）：居宅に退所する入所者の方に退所後の主治医に対し て診療情報、

心身の状況、生活歴等を提供し た場合１ 人につき１ 回限り ５ ０ ０ 円加算さ れます。 

・退所時情報提供加算（Ⅱ）：医療機関に退所する入所者の方に退所後の主治医に対し て診療情報、

心身の状況、生活歴等を提供し た場合１ 人につき１ 回限り ２ ５ ０ 円加算さ れます。     

 （4）・老人訪問看護指示加算：退所時に老人保健施設の医師が診療に基づき 、訪問看護サービスステ

ーショ ン 等に指示書を交付し た場合１ 人につき１ 回限り ３ ０ ０ 円が加算さ れます。 

  （5）・入所前後訪問指導加算（Ⅰ） 

       入所期間が 1 月を超えると 見込まれる者の入所予定前３ ０ 日以内又は入所後 7 日以内に当該入所

者等が退所後生活する居宅又は、他の社会福祉施設等に訪問し 、退所を目的と し た施設サービス

計画の策定及び診療方針を決定し た場合に 1 回を限度と し て４ ５ ０ 円加算さ れます。 

    ・入所前後訪問指導加算（Ⅱ） 

       入所期間が 1 月を超えると 見込まれる者の入所予定前３ ０ 日以内又は入所後７ 日以内に当該入

所者等が退所後生活する居宅又は、他の社会福祉施設等に訪問し 、退所を目的と し た施設サービ

ス計画の策定及び診療方針を決定し にあたり 、生活機能の具体的な改善目標を定めると と も に退

所後の生活に係る支援計画を策定し た場合に 1 回を限度と し て４ ８ ０ 円加算さ れます。 

⑦・多職種等で連携し て栄養管理を行っ た場合の加算について 

   (1)・再入所時栄養連携加算：当該施設の入所者が医療機関に入院し 、再入所を行う 特別食（厚生労働

大臣が定めるで疾病治療の直接手段と し て医師の発行する食事箋に基づく 腎臓病食・肝臓病食・



 

糖尿病食・胃潰瘍食・貧血食・膵臓病食・脂質異常症食・痛風症・嚥下困難者のための流動食・

経管栄養のための濃厚流動食及び特別な場合の検査食）と 嚥下調整食の新規導入など入所時と 異

なる栄養管理が必要になっ た場合には施設の管理栄養士と 医療機関の管理栄養士が連携し て栄養

管理の調整を行っ た場合には 1 人１ 回につき２ ０ ０ 円加算さ れます。 

 

  (2)・療養食加算：医師の発行する食事箋に従い栄養管理が提供さ れた場合１ 食につき ６ 円加算さ れま

す。(１ 日につき 3 回まで、なお、経口によ る食事の摂取のために栄養管管理が行われている場合に

は経口移行又は経口維持加算を併せて算定可能です。) 

  (3)・栄養マネジメ ン ト 強化加算：管理栄養士を適正に配置し 低栄養状態のリ スク の高いご利用者に対

し て多職種が協働し て栄養改善に向けて栄養ケア 計画を作成し 週３ 回以上食事の観察を行い、栄

養状態や嗜好等を踏まえた栄養・食事調整を行う ほかに低栄養状態の低いリ スク のご利用者に対

し ても 食事の変化を把握し 問題がある場合には早期に対応し ます。また、利用者ごと に栄養状態

等の情報を厚生労働省に提出し 継続的な栄養管理に当たっ て適切かつ有効な実施のため必要な情

報の活用を行っ た場合には 1 日につき 11 円加算さ れます。 

(4)・退所時栄養連携加算：入所者が在宅・他の介護保険施設・医療機関等に退所する際に特別食（厚

生労働大臣が定める疾病治療の直接手段と し て医師が発行する食事箋に基づき腎臓病食・肝臓病食

・糖尿病食・胃潰瘍食・貧血食・膵臓病食・脂質異常症食・痛風症・嚥下困難者のための流動食・

経管栄養のための濃厚流動及び特別な場合の検査食）と 低栄養状態にあると 医師が判断し た場合に

１ 月につき１ 回を限度と し て７ ０ 円加算さ れます。 

⑧・摂食機能障害を有し ている方に対し て、摂食・嚥下機能に配慮し た経口維持計画を作成し 、計画に従

い特別な管理を行う 場合に、以下の料金を加算さ れます。 

  (1)・経口移行加算：経管栄養の方を対象に経口に移行する援助を行っ た場合 １ 日あたり ２ ８ 円加算さ

れます。(経口移行加算は、計画作成日から １ ８ ０ 日以内の期間又は医師が継続を必要と する指示に

よ る期間） 

  (2)・経口維持加算(Ⅰ)：経口摂取さ れている方で摂取機能障害や誤嚥を有する方に対し て医師、管理  

      栄養士、看護師等の多職種が共同し て食事の観察及び会議等を行い、経口維持計画を作成し 医師   

      の指示によ り 栄養管理を行っ た場合 １ 月あたり ４ ０ ０ 円加算さ れます。 

   ・経口維持加算(Ⅱ)：経口摂取加算（Ⅰ）に 行う 食事の観察及び会議等に医師、歯科医師、歯科衛 

     生士又は言語聴覚士が加わっ た場合に１ 月あたり １ ０ ０ 円加算さ れます。  

  (3)・口腔衛生管理加算(Ⅰ)  

    歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が入所者に対し 口腔ケア を月に２ 回以上行います。また、歯科 

       衛生士が介護職員に対し て口腔ケア について技術的助言及び指導を行い、歯科医師も 介護職員から  

       の相談等の必要に応じ るこ と で１ 月あたり ９ ０ 円加算さ れます。 

   ・口腔衛生管理加算(Ⅱ) 

    口腔衛生管理加算(Ⅰ)に加えて口腔衛生管理等の管理に係る計画の内容等の情報を厚生労働省に

提出し 口腔衛生等の管理に当たっ て適切かつ有効に実施のため必要な情報の活用を行っ た場合に

は１ 月につき１ １ ０ 円加算さ れます。 

⑨・排泄状態の改善に向けて加算について 

   ・排泄支援加算（Ⅰ）：排泄に介助を要するご利用者ごと に要介護状態の軽減の見込みについて医師

または、看護師が少なく と も ３ 月に１ 回評価を行い評価の結果から 多職種が共同し て原因分析と

支援計画を作成し ます。また、少なく と も ３ 月に１ 日は支援計画を見直し 継続な排泄支援を行い

ます。それに加えて評価結果等を厚生労働省に提出し 排泄支援に当たっ て情報等の活用を行っ た

場合には１ 月あたり １ ０ 円が加算さ れます。 

   ・排泄支援加算（Ⅱ）：（Ⅰ）の要件を満たし 要介護状態が軽減の見込まれたご利用者について入所

時と 比較し て排尿・排便の状態が少なく と も 一方が改善し ている。または、おむつを使用し なく

なるなど改善し ている場合。その他に入所時に留置さ れていた尿道カ テーテルが抜去さ れた場合

には１ 月につき１ ５ 円が加算さ れます。 

    ・排泄支援加算（Ⅲ）：（Ⅰ）の要件を満たし 要介護状態が軽減の見込まれたご利用者について入所

時と 比較し て排尿・排便の状態が少なく と も 一方が改善し ている。かつ、おむつを使用し なく な

るなど改善し ている場合。その他に入所時に留置さ れていた尿道カ テーテルが抜去さ れた場合に

は１ 月につき２ ０ 円が加算さ れます。 

       ※（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併せて加算はできません。  



 

 

⑩・褥瘡の発生を予防するための加算について 

  ・褥瘡マネジメ ン ト 加算（Ⅰ）：入所者ごと に入所時に褥瘡の有無を確認すると と も に褥瘡の発生と

関連あるリ スク について施設入所時に評価すると も に少なく と も ３ 月の１ 回評価を行う 。また、評

価の結果等を厚生労働省にデータを提供すると 共に褥瘡管理を適切に実施するため情報を必要に応

じ て活用する。褥瘡が認めら れた入所者や褥瘡が発生する恐れがある入所者ごと に多職種が共同し

て褥瘡ケア 計画を作成する。褥瘡ケア 計画は定期的に見直すこ と で 1 月につき３ 円加算さ ます。 

  ・褥瘡マネジメ ント 加算（Ⅱ）：褥瘡マネジメ ント 加算（Ⅰ）の要件を満たし入所時の評価結果、褥瘡が

認めら れた入所者の褥瘡が治癒し た場合と 褥瘡が発生するリ スク のある入所者について褥瘡が発生し

ない場合には１ 月につき１ ３ 円が加算さ れます。  ※加算（Ⅰ）と （Ⅱ）は併せて加算はできません。 

⑪・自立支援促進加算：医師がご利用者ごと に必要な医学的評価を入所時に行う と と も に少なく と も ３ 月

に 1 回医学的評価を見直し 、必要さ れる方に自立支援に係る支援計画等を評価の結果について多職種

で策定し ます。また、支援計画は少なく と も ３ 月に 1 回、ご利用者ごと に見直し ます。それに加えて

医学的評 価の結果等を厚生労働省に提出し 自立支援促進の適切かつ有効な実施のために情報を活用

するこ と で 1 月に 300 円加算さ れます。 

⑫・ターミ ナルケア 加算 

   医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと 診断し 、入所者又は家族等の同意を得て計画を 

   作成し 医師・看護師・介護職員等が共同し てターミ ナルケア が行われた場合、死亡日 45 日前か 

  ら 31 日前まで 1 日につき 72 円、死亡日以前 30 日前から 4 日前までは１ 日につき 160 円、死亡 

  日前々日と 前日までは１ 日につき 910 円、死亡日については１ 日につき 1,900 円を死亡月に加算 

  さ れます。なお、緊急時に所定の対応を行っ た場合、別途料金を加算さ れます。 

⑬協力医療機関連携加算  

協力医療機関と の間で入所者の同意を得た上で病歴等について定期会議等で情報を共有し 、入所

者の病状の急変時の相談・診療・入院体制を常時確保し ているこ と で１ 月に 50 円加算さ れます。 

⑭・所定疾患施設療養費（Ⅰ）肺炎・尿路感染症・帯状疱疹・蜂窩織炎の加療について、投薬、検 

    査、注射、処置等を行っ た場合です。また、前年度における実施状況を公表し ているこ と で同一 

    のご利用者について１ 月に１ 回、連続する７ 日を限度と し て１ 日につき 239 円加算さ れます。（肺 

   炎と 尿路感染症は検査を実施し た場合） 

 ・所定疾患施設療養費（Ⅱ）肺炎・尿路感染症・帯状疱疹・蜂窩織炎・慢性心不全の増悪の加療 

について協力医療機関と 連携し て検査等の実施によ り 診断し 療養を行い前年度における実施状 

況を公表し ています。また、施設の医師が感染対策に関する専門的研修を受講し ているこ と に 

よ り １ 月に１ 回、連続する 10 日を限度と し て１ 日につき 480 円加算さ れます。（肺炎と 尿路 

感染症については検査を実施し た場合です） 

⑮・かかり つけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）イ ：（入所前の主治医と 連携し て薬剤を評価・調整し た場合）

老人保健施設の医師及び薬剤師は高齢者の薬物療法の研修の受講が要件にあり 、入所後 1 月以内にか

かり つけ医に薬剤の変更する可能性について同意を得る。入所前に 6 種類以上の内服が処方さ せてい

るこ と 。また、入所中に変更があっ た場合は医師、看護師等と の情報の共有を行い変更後の状態につ

いて多職種で確認を行う 。入所時と 退所時の処方に変更がある場合には 1 月以内にかかり つけ医に情

報提供を行っ た場合に 1 回につき 140 円が加算さ ます。 

・かかり つけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）ロ ：（施設における薬剤を評価・調整し た場合） 

前項の加算（Ⅰ）イ の要件の老人保健施設の医師及び薬剤師は高齢者の薬物療法の研修の受講と 入所

中に変更があっ た場合は医師、看護師等と の情報の共有を行い変更後の状態について多職種で確認を

行う 。また、退所時または退所時に変更がある場合には 1 月以内にかかり つけ医に情報提供を行う 。 

入所前に６ 種類以上の内服以上の内服が処方さ れていた入所者については入所中に服用薬剤の総合的

な評価及び調整を行いかつ、療養上に必要な指導を行っ た場合に 1 回につき 70 円が加算さ ます。 

 ・かかり つけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）：（Ⅰ）イ 又はロ を算定し ており 、ご利用者の服薬状況等を厚

生労働省に提出し 、処方に当たっ て薬物療法が適切かつ有効に実施するため情報等を活用し た場合に

1 回につき 240 円が加算さ れます。 

 ・かかり つけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）：（Ⅰ）と （Ⅱ）を算定ており 、6 種類以上の内服薬が処方さ  

れ入所中にかかり つけ医と 施設の医師が調整し 退所時における内服薬の 1 種類以上の減薬を行っ た場 

合に１ 回につき 100 円加算さ れます。 



 

 

⑯・リ ハビリ テーショ ン マネジメ ン ト 計画情報加算（Ⅰ）：入所者ごと に医師、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、歯科衛生士、その他の職員が共同し てリ ハビリ テーショ ン 実施計画を作成し 必要に応じ

て見直すほかに内容を科学的介護情報のデータを厚生労働省にデータを提出する。また、口腔衛生管

理加算及び栄養マネジメ ン ト 加算を算定し て一体的に情報共有し 適切かつ有効に実施するために必要

な情報を活用するこ と で 1 月につき 53 円加算さ れます。 

リ ハビリ テーショ ン マネジメ ン ト 計画情報加算（Ⅱ）：入所者ごと に医師、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、歯科衛生士、その他の職員が共同し てリ ハビリ テーショ ン 実施計画を作成し 必要に応じ

て見直すほかに内容を科学的介護情報のデータを厚生労働省にデータを提出する。また、情報共有し

適切かつ有効に実施するために必要な情報を活用するこ と で 1 月につき 33 円加算さ れます。 

⑰・安全対策体制加算：外部研修を受けた担当者が配置さ れ施設内に安全対策部門を設置し 組織的に安 

  全対策を実施する体制を整備し ている場合に入所時 1 回を限度に 20 円加算さ れます。 

⑱高齢者施設等における感染症対応に係る加算 

・高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）：感染症法第６ 条第１ ７ 項に規定する第二種協定指定医療機関

と の新興感染症の発生時の対応を行う 体制を確保し ている。また、協力医療機関等と の間で新興感染症

以外の一般的な感染症の発生時に協力医療機関と 連携し 適切な対応し ている。感染対策に係る加算の届

出を行っ ている医療機関が主催する感染対策の研修等に参加し ている場合に 1 月につき 10 円加算さ れま

す。 

・高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）：診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行っ た医療

機関から ３ 年に１ 回以上施設内で感染症が発生し た場合の感染制御等に実地指導を受けている場合に１

月につき 5 円加算さ れます。 

・新興感染症等施設療養費：厚生労働大臣が定める感染症に入所者が感染し た場合に相談対応、診療、

入院調整等を行う 医療機関を確保し 、かつ、感染し た入所者に対し 適切な感染対策を行っ た上で介護サ

ービスを行っ た場合に１ 月つきに連続５ 日間を限度と し て１ 日につき 240 円加算さ れます。 

⑲・科学的介護推進体制加算（Ⅰ）：ご利用者ごと の日常生活動作値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況そ 

  の他の心身の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に３ ヶ 月に１ 回提出し ます。また、必要に応じ てサ 

  ービス計画を見直すなどサービスの提供に当たっ てサービスが適切かつ有効に提供するために必要な情 

  報を活用するこ と で 1 月につき 40 円が加算さ れます。 

 ・科学的介護推進体制加算（Ⅱ）：（Ⅰ）に加えて疾病の状況や服薬情報等の情報を３ ヶ 月に１ 回提供した

場合には 1 月につき 60 円が加算さ れます。 

⑳・生産性向上推進体制加算（Ⅱ）：利用者に安全並びに介護サービスの質の確保、職員の負担軽減を目

的に見守り 機器、介護ソ フ ト ウ ェ ア によ る介護記録の電子化等を導入し ている。また、定期的に委

員会の開催と １ 年以内ごと に１ 回、業務改善の取組によ る効果を示すデータを提出するこ と で 1 月

に 10 円加算さ れます。 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 介護職員等の賃金改善に係る加算です。その他の加算を含む介護費に

9.7％を乗じ た額が加算さ れます。 

 
○基準に適合し ない場合の減算 

・業務継続計画未実施減算 

 感染症や非常災害の発生においてサービス提供を継続するため非常時の体制で早期の業務再開を図る 

  ための計画を策定し ていない場合は所定単位数の 3.0％が減算さ れます。 

 ・高齢者虐待防止措置未実施減算 

  虐待の発生又はその再発を防止するために指針の整備及び定期的な委員会の開催と 研修の実施を行っ

ていない場合や実施するための担当者を置いていない場合は所定単位数の 1.0％が減算さ れます。 

 

２ 、その他の費用 

 ・特別な室料「1,100 円」（１ 日当たり ）（消費税含む） 個室料 

               （個室 312 号・313 号・315 号・316 号を利用し た場合） 

 ・日常生活費 （非課税） 次項 4 のその他の費用の概要で示し ます。 

      その費用に同意をいただいた方から 徴収いたし ます。 

 ・家電製品使用料(電気使用料） 次項 4 のその他の費用の概要で示し ます。 



 

        その費用に同意をいただいた方から 徴収いたし ます。 

 ・教養娯楽費  次項 4 のその他の費用の概要で示し ます。趣味・ク ラ ブ活動など参加するこ と が決定 

し た場合に、その都度同意をいただいた方から 徴収いたし ます。 

 ・死後処置料「11,000 円」（消費税含む）利用者様が亡く なら れた後、看護職が処置をさ せていただき

ます。 

 ・死亡診断書料「4,400 円」（消費税含む） 医師が死亡診断書を作成し ます。 

 ・文書料「3,300 円」（消費税含む）医師が診断書及び証明書等を作成し ます。 

 ・銀行口座振替手数料「55 円または、165 円」(消費税含む）取引銀行等によ り 手数料が違います。 

           利用料のお支払いを銀行口座自動振替に希望さ れる場合の事務手数料です。 

  

３ 、支払い方法 

・毎月１ ０ 日までに、前月分の請求書を発行し ますので、その月の末日までにお支払いく ださ い。お支払

いいただきますと 領収書を発行いたし ます。 

・お支払い方法は、現金、銀行振込、銀行口座振替があり ます。なお、銀行口座振替の場合には利用月の 

翌々月（取引銀行等によ り 毎月１ ０ 日または１ １ 日）が振替日と なり ますのでご確認く ださ い。 

 

 4．その他の日常生活費の概要                               
（１ ）日常生活費                                          
                                                                   （選択項目に○印で記入） 

品 目   （数量） 実費料金 選択項目 
ボッ ク スティ ッ シュ                  （1箱につき）       ８ ３ 円  
ウ エッ ト テイ ッ シュ                 （１ パッ ク につき）      １ ９ ５ 円  
歯ブラ シ                             （1本につき）       ９ ０ 円  
歯ブラ シ（義歯用）                   （1本につき）     ３ ９ ９ 円  
吸引く るリ ーナブラ シ （口腔清潔用）     (1本につき）      ７ ３ ６ 円  
柄付く るリ ーナブラ シ （口腔清潔用）    （１ 本につき）      ６ ２ ３ 円  
スポン ジブラ シ （口腔清潔用）       （1本につき）      ４ ４ 円  
義歯洗浄用ポリ デン ト                  （1錠につき）        １ ０ 円  
口腔清拭シ ート （口腔清潔用）           （１ パッ ク  ）     ３ ６ ３ 円  
口腔ケア 用ジ ェ ル（口腔清潔用）   （１ ボト ルに つき ）    2,198円  
おし り ナ ッ プ（乳液タ イ プ）       (1パッ ク に つき ）   １ ２ ０ 円  
マ ス ク                  （１ 箱に つき ） ２ ０ ４ 円  
歯磨き 粉              （１ ボト ルに つき ） ２ ４ ９ 円  
歯間ブラ シ                （１ 本に つき ） ９ ７ 円  
補助歯ブラ シ               （１ 本に つき ） ２ ４ ９ 円  
義歯安定剤             （１ ボト ルに つき ） ８ ５ ０ 円  

(２ ）家電電製品使用料(電気使用料） 
                                                           （選択項目に ○印で記入） 

  家電製品    料 金     使用さ れる 家電製品  選択項目 
 
テ レ ビ ・電気毛布   
電気あんか等 

 
 

家電製品を準備さ れ使用す
る 場合は1製品に つき  
１ 日２ ０ 円    (税別) 
 
 

 テレ ビ  
 電気毛布  
 電気あんか  

 そ の他（        ）  
  

（３ ）教養娯楽費 
                                                           （選択項目に○印で記入） 

 趣味、ク ラ ブ活動内容   参加費用        料金説明 
 
材料費（月平均）÷ 利用者(平均) 
によ っ て算出し ています。   
 

選択項目 
 絵手紙                １ ５ ０ 円／月 

 
 

書道                   
 手芸                  ５ ０ ０ 円／月１ 作品費用 

 
 

 竹細工         

 

 趣味・ク ラ ブ活動内容                内容説明 
 絵手紙  施設職員と 利用者が一緒に希望の方に実施し ます。 

  書道 
  手芸  施設職員と 一緒に個人で作品を作成し ます。 
 竹細工  外部講師の指導によ り 個人で作品を作成し ます。 



 

 


